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 現在の出生数の急増、合計特殊出生率の急上昇は、他地域から転入してきた年齢層による

ところが大きいと考えられます。しかし、その子どもたちは“港区生まれ”であり、子ども

たちが港区で育ち、定着していくこと、つまり“港区育ち”になることにより、十数年後に

は生産年齢人口が安定的に定着することになります。さらに、定着した年齢層が結婚・出産

の適齢期を迎え、港区で出産し子育てをするという一連の流れが繰り返されていくことで、

転入に頼らない安定した人口構造を実現することができます。もちろん、このためには、あ

わせて、出生数、合計特殊出生率をともに一層高めていく必要があります。 

図表 37 出生数の推移 

出典：厚生労働省「人口動態統計」 

図表 10 再掲 合計特殊出生率の推移 

出典：厚生労働省「人口動態統計」 
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②人口増加の可能性と限界 

 港区の人口は、平成８年（1996 年）を境に急増し、推計結果（図表 30 参照）では今後 20

年程度は増加し続けると見込んでいます36。 

 港区の人口について、人口密度、建物床面積の二つの視点で人口増加の可能性を考えてみ

ます。 
 
 

１） 人口密度による分析 

 人口密度（人口37/可住地面積38（図表 38））を比較してみると、港区は、特別区の中で千代

田区、大田区に続いて３番目に人口密度が低くなっています（図表 39）。特別区の中で最も

人口密度が高い豊島区は、１㎢当たり約 21,000 人ですが、港区は約 12,000 人で、その差は

約 9,000 人に上ります。 

 仮に、豊島区の人口密度をそのまま港区に当てはめると、港区の人口は、約 43 万人にな

ります。 

 

 

 

 

人口

(H27.1.1) 

単位：人 

可住地面積 

(H25.10.1) 

単位：㎢ 

 

人口

(H27.1.1)

単位：人

可住地面積

(H25.10.1)

単位：㎢ 

 
人口

(H27.1.1) 

単位：人 

可住地面積

(H25.10.1)

単位：㎢ 

千代田区 56,873 11.64 品川区 372,077 22.72 北区 338,084 20.59

中央区 138,088 10.18 目黒区 269,689 14.70 荒川区 209,087 10.20

港区 240,585 20.34 大田区 707,455 60.42 板橋区 544,172 32.17

新宿区 327,712 18.23 世田谷区 874,332 58.08 練馬区 714,656 48.16

文京区 207,413 11.31 渋谷区 217,008 15.11 足立区 674,111 53.20

台東区 189,795 10.08 中野区 316,625 15.59 葛飾区 449,527 34.84

墨田区 258,423 13.75 杉並区 547,165 34.02 江戸川区 680,262 49.86

江東区 493,952 39.99 豊島区 275,507 13.01   

 

 

 

                                                  
36平成 48 年（2036 年）まで増加し続け、304,166 人になると推計した。 
37平成 27 年（2015 年）１月１日現在の住民基本台帳による人口 
38総面積から林野面積と主要湖沼面積を差し引いた面積（平成 25 年（2013 年）10 月１日時点）。特別区においては、可

住地面積は総面積に等しい。 

出典：総務省「統計でみる市区町村のすがた」「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」

図表 38 人口と可住地面積 
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２） 建物床面積による分析 

 用途別の建物床面積39を比較してみると、図表 40 のとおりです。 

 用途のうち「住宅・アパート」に着目すると、特別区の中で最も建物床面積が大きいのは

世田谷区（32.99 ㎢）、次いで大田区（24.58㎢）です。最も建物床面積が小さいのは千代田

区（3.62 ㎢）、次いで中央区（6.27 ㎢）です。港区は、特別区の中で 10 番目の 14.27 ㎢で

す。 
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39東京都都市整備局「東京の土地 2013」。平成 25 年（2013 年）１月１日現在の建物利用状況について、固定資産税の課

税資料を基に調査及び分析を行ったもので、国や地方公共団体の所有する建物等の非課税建物は除外されている。 

出典：総務省「統計でみる市区町村のすがた」「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び

世帯数調査」を基に作成 

図表 39 人口密度（人口/可住地面積） 

図表 40 用途別の建物床面積 

出典：東京都都市整備局「東京の土地 2013」
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 さらに、各区の人口40を「住宅・アパート」の建物床面積で除することにより、「住宅・ア

パート」の建物床面積１㎢当たりの人口を算出しました（図表 41）。 

 図表 41 から、特別区の中では、港区は千代田区に次いで「住宅・アパート」の建物床面

積１㎢当たりの人口が少なく、約 17,000 人です。最も多いのは、江戸川区で約 32,000 人で

す。 
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 港区の人口増加の限界は、都市における住宅供給、社会インフラ、交通網等の様々な要因

から分析する必要があるため、単純には判断できませんが、人口密度と「住宅・アパート」

の建物床面積という観点から考えれば、まだ十分な拡大可能性を有していると言えます。 

 

 

                                                  
40平成 27 年（2015 年）１月１日現在の住民基本台帳による人口 

図表 41 「住宅・アパート」の建物床面積１㎢当たりの人口 

出典：東京都都市整備局「東京の土地 2013」、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口

動態及び世帯数調査」を基に作成 
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（２）めざすべき港区の将来 
 

①まち・ひと・しごと創生と港区 

 港区の人口は、これまで社会経済情勢の影響を受け、急増・急減を繰り返してきました（「人

口ビジョンに関する参考データ」図表 50 参照）。 

 近年の港区には、大規模開発等の影響により 20～30 歳代の年齢層が流入してきています

（図表 42）。この年齢層の流入が出生数の増加にもつながっていると考えられます（図表 37

参照）。その結果、自然増減、社会増減ともにプラスの値を示し、人口増加が続いています。 

 港区では、東京オリンピック・パラリンピック競技大会の開催、新駅の開業、リニア中央

新幹線の開業といった人口増加に結びつく要因が数多く存在します。平成 72 年（2060 年）

までの人口推計結果においても、平成 48 年（2036 年）に人口のピークを迎えると算出され

ています（図表 30 参照）。 
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 一方、日本全体の人口は平成 20 年（2008 年）をピークに減少し始め、地方においてはそ

の状況は一層深刻化しています。その中で、東京一極集中がもたらす影響が注目され、大都

市圏とりわけ東京による若年層の吸収、都市部における合計特殊出生率の低推移等が問題視

されています。 

 こうした東京にありながら、港区では、出生数と合計特殊出生率がともに急上昇し、他の

自治体に例を見ない状況を作り出しています。これは、他の都市部の自治体にとって注目す

べきモデルになり得ると考えられます。 

 

 

 

 

図表 42 性別年齢別社会増減（平成 26 年（2014 年））（図表 16 を再集計） 

出典：総務省「住民基本台帳人口移動報告」を基に作成
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②まち・ひと・しごと創生に向けて 

 人口減少問題解決のための抜本的な対策は、出生数の増加です。港区で生まれた子どもた

ちが港区に定着し、“港区生まれ、港区育ち”が着実に増加するように、結婚、出産、育児、

教育と連なる切れ目のない施策を展開していくことが重要です41。 

 さらに、生産年齢人口は近年増加しており、推計結果が示すように、今後老年人口の増加

は必至と言えます。この見通しを踏まえ、生涯をとおして港区で暮らし続けることができる

ような地域社会を構築していくことが重要です。 

 深刻な人口減少問題に直面する日本を牽引していくためにも、港区には大きな役割を果た

すことが期待されていると言えます。 

 

                                                  
41第２子以降の保育料を無料化する等、様々な区独自の子育て支援施策を実施している。 
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    第２部 港区人口ビジョン 

 人口ビジョンに関する参考データ 

 

 港区人口ビジョンの推計結果と比較データ 
 

 平成 72 年（2060 年）までの長期間の推計を試算するにあたっては、将来生じる可能性の

ある事象を考慮する必要があります。 

 港区人口ビジョンの推計結果（「２(１)将来人口の推計」図表 30 参照）の比較対象として、

「転入縮小パターン」、「転出入均衡パターン」、「開発継続パターン」の３つの推計を比較デ

ータとして試算しました。 

 
 純移動率 

（脚注 29 参照） 
開発人口 

（脚注 28・29 参照）
設定の理由 

港区人口ビジョン 

推計結果 

（図表 30） 

S45 以降の傾向から

設定 

想定開発戸数（1,128

戸）が H38 以降逓減

すると設定 

― 

比
較
デ
ー
タ 

転入縮小パターン 

（図表 43） 

転入超過の年齢層の

純移動率のみに 0.5

を乗じて設定 

想定開発戸数（1,128

戸）が H 38 以降逓減

すると設定 

全国の人口減少が始まっ

たことを考慮し、転入超過

の年齢層についても、超過

数が縮小すると考えられ

るため。 

転出入均衡パターン

（図表 44） 

全ての年齢で純移動

率を「０」に設定 

想定開発戸数（1,128

戸）が H 38 以降逓減

すると設定 

国の総合戦略で東京圏と

地方との転出入を均衡さ

せるという基本目標を示

しているため。 

開発継続パターン 

（図表 45） 

S45 以降の傾向から

設定 

想定開発戸数（1,128

戸）が H38 以降、推

計最終年まで継続す

ると設定 

集合住宅の開発が H72 まで

活発なまま推移すること

も考えられるため。 
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図表 43 総人口の推計結果【転入縮小パターン】 
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図表 44 総人口の推計結果【転出入均衡パターン】 

図表 45 総人口の推計結果【開発継続パターン】 
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総人口最大値 

H72（2060）の人口 

年少 

人口 

生産年齢 

人口 

前期高齢者 

人口 

後期高齢者

人口 

港区人口ビジョン推計結果

（図表 30） 
H48（2036） 304,166 人 38,609 人 176,607 人 30,811 人 46,613 人

比
較
デ
ー
タ 

転入縮小パターン 

（図表 43） 
H42（2030） 299,211 人 26,334 人 148,077 人 30,751 人 46,506 人

転出入均衡パターン 

（図表 44） 
H50（2038） 313,112 人 23,173 人 149,015 人 42,096 人 68,806 人

開発継続パターン 

（図表 45） 
Ｈ72（2060） 327,674 人 46,137 人 200,119 人 33,283 人 48,135 人

 

 

 

 

240,585

265,808

292,647

301,823 304,137 303,173
301,177 298,927

295,876 292,639

299,211 297,161 290,947 282,802
273,538

262,939
251,669

306,321 312,269 312,732
309,851 304,075

294,985
283,090

302,597 307,731 311,784
315,945 320,170 323,867 327,674

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

H27
(2015)

H32
(2020)

H37
(2025)

H42
(2030)

H47
(2035)

H52
(2040)

H57
(2045)

H62
(2050)

H67
(2055)

H72
(2060)

港区人口ビジョン 転入縮小パターン 転出入均衡パターン 開発継続パターン

（人） （各年１月１日現在）

図表 46 総人口の推計結果の比較 

図表 47 パターン別の総人口最大値及び平成 72 年（2060 年）の人口 
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図表 48 平成 72 年（2060 年）の年齢三区分別人口割合 

図表 49 平成 72 年（2060 年）の各パターンの人口ピラミッド 
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（T9～S25は各年10月１日現在、

S30以降は各年１月１日現在）

【東京都】単位：百人

【全国】単位：千人

（各年10月１日現在）

【東京都】【全国】

国勢調査による人口

(1947)【港区】

S30以前は国勢調査による人口。S30～H27は住民基本台

帳による人口。H25以降は外国人を含む人口

169,769

189,153

223,369

240,585

159,398

185,861

205,131

218,688

150,000

175,000

200,000

225,000

250,000

H12
(2000)

H13
(2001)

H14
(2002)

H15
(2003)

H16
(2004)

H17
(2005)

H18
(2006)

H19
(2007)

H20
(2008)

H21
(2009)

H22
(2010)

H23
(2011)

H24
(2012)

H25
(2013)

H26
(2014)

H27
(2015)

住民基本台帳による人口（＋外国人人口） 国勢調査による人口 国勢調査の推計値
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（住民基本台帳による人口及び国勢調査の推計値は各年

１月１日現在、国勢調査による人口は各年10月１日現在）

18,238人の差
21,897人の差

・住民基本台帳による人口は、平成24年までは住民基本台帳に外国人登録原票の外国人人口を合算した数値。平成

25年以降は住民基本台帳に外国人人口が含まれる。

・国勢調査の推計値は、平成22年10月１日現在の国勢調査人口（確報値）を基準とし、これに毎月の住民基本台帳等
の増減数を加えて推計した人口

図表 51 住民基本台帳と国勢調査による人口 

出典：総務省「国勢調査」、東京都総務局ＨＰ「東京都の人口（推計）」、港区「住民

基本台帳」「外国人登録原票」 

図表 50 大正９年（1920 年）からの人口推移 

出典：総務省「国勢調査」、港区「住民基本台帳」
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※パターン１：全国の移動率が今後一定程度縮小すると仮定した推計（社人研推計準拠） 

パターン２：全国の総移動数が、平成 22 年～平成 27 年の推計値とおおむね同水準でそれ以降も推移すると仮定した推計（日本創成

会議推計準拠） 

シミュレーション１：パターン１において、合計特殊出生率が平成 42 年（2030 年）までに人口置換水準（2.1）まで上昇した場合の

シミュレーション 

シミュレーション２：パターン１において、合計特殊出生率が平成 42 年（2030 年）までに人口置換水準（2.1）まで上昇し、かつ人

口移動が均衡（移動がゼロ）になった場合のシミュレーション 
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図表 52 国勢調査による推計結果【総人口】 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計（平成 25 年３月推計）」に基

づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

図表 53 国勢調査による推計結果【年少人口】 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計（平成 25 年３月推計）」に

基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 
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図表 54 国勢調査による推計結果【生産年齢人口】 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計（平成 25 年３月推計）」

に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

図表 55 国勢調査による推計結果【老年人口】 

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計（平成 25 年３月推計）」

に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

図表 56 平成 72 年（2060 年）の年齢三区分別人口割合 

出典：図表 52～55 を基に作成
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